
<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

地域経済振興課 R6 1 消費生活出前講座の対象者
を拡大する。

兵庫県立芦屋高等学校 PTA 9/2 12名
芦屋市消費者協会 9/10 11名
朝日ケ丘小学校子どもを育てる保護者と教師の会 9/20 16名
兵庫県立芦屋高等学校 高校２年生 9/13・17・25・27 274名
芦屋市PTA協議会 10/30 34名
青少年育成愛護委員会 班集会 11/1～14 125名
ナルク芦屋潮見ブロック 11/14 12名
打出浜高齢者生活支援センター 1/17 23名
ブラあしやの会 2/5 12名
特別支援学校 高校２年生 2/18 20名
西山手高齢社生活支援センター 2/21 16名
みどり地域福祉センター 3/3 20名 実施回数合計：１２回

A A

若者がトラブルに遭う機会が増えているの
で、今年度は、保護者向けの出前講座
を増やし、昨年度に比べ、出前講座の実
施回数を増やすことができた。

高齢者担当部署や教育委員会と
連携し、出前講座を実施する。ま
た、あらゆる機会で出前講座の開
催案内を行う。

地域経済振興課 R6 2 各種イベントで消費生活トラブ
ルの啓発を行う。

消費者月間(5月）に啓発パネルの展示（市役所東館）と芦屋市立図書館で消費生活に
関する本の展示を行った。
福祉フェアでパネル展示、啓発動画の放映、消費者啓発資料やグッズを配布（7月）
環境施設課主催の本・古着の交換会で来場者に消費者啓発資料やグッズの配布（11月）

A A
今年度は、新たに芦屋市立図書館と連
携をとり、消費者月間に消費生活に関す
る本の展示を行うことができた。

イベントの開催方法に応じて啓発
手法を検討し、啓発を行う。

地域経済振興課 R6 3 各種啓発により、消費生活セ
ンターの機能を周知する。

月1回程度の注意喚起チラシや出前講座で消費生活センターのセンターの周知
ホームページやＸを利用して消費者トラブル情報を随時更新
消費者月間(5月）に啓発パネルの展示（市役所東館）
消費生活センター新聞の発行と全戸配布（12月）

A A

今年度は、Xの投稿頻度を増やし、情報
発信に努めた。（R5：7件 R6ː34
件）また、チラシやSNSなど、色々な手
法で消費生活センターの機能を周知し
た。

さまざまな媒体を利用して、消費
者トラブル情報について注意喚起
を徹底して行うとともに、相談先と
してのセンターの存在の周知に努め
る。

環境課 R6 4 グリーン購入の導入を促進する
よう周知する。

市のホームページにて情報提供を行った。
小学生を対象とした子ども環境作文コンクールのアンケートを通して啓発を行った。
夏休みの親子環境学習を実施した際に、啓発を行った。

B B HPや作文コンクール、イベント等を通した
啓発が出来たため。

引続き、グリーン購入に関して、啓
発を続けていきます。

環境施設課 R6 5 3Rに関するイベントを実施す
る。

リユースフェスタを開催（年２回）
環境フリーマーケットを開催（年２回）
本と古着の交換会（年２回）

A A

既存のイベントを継続するとともに、燃やす
ごみに占める割合の多い紙ごみ削減と資
源リサイクルの観点から本と古着の交換
会を実施した、多くの方にご利用いただい
たことに加え、集まった本・古着を福祉関
係団体等へ提供するなど、リユース・リサイ
クルを促進した。

本と古着の交換会をベースに、神
戸市で実施されているエコノバとの
連携を検討し、より多品目の資源
回収を展開する。

環境施設課 R6 6 ごみの分別等に関するパンフ
レットを発行する。

パイプライン施設利用者向けの指定ごみ袋啓発チラシの作成。
個々の家庭ごみステーションにおける違反に対し、状況に応じた啓発チラシを作成し、近隣住民
へ周知・啓発を行った。

A A

指定ごみ袋を導入による不適正排出の事案
を捕捉したことで、外国人留学生等が利用す
るステーションでの問題を把握した。
事案の性質に応じたチラシを作成するととも
に、日本語学校に対し、在校生へ周知の協
力依頼をするなど対策を進めることができた。
また、国際交流の担当課と連携し、外国人向
けイベントの中で、ごみ分別について考える機
会を設けた。

更なる適正排出の徹底に向け、自
治会をはじめとする関係団体等と
連携し、可能な限り問題の性質に
応じた周知を行っていく。

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

1

消費生活センター機能
の強化

（再掲②1-1）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。
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<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。

こども家庭・保健センター R6 7
食育に関する必要な知識が得
られ、実践できるよう周知・啓
発を行う。

＜食育教室・講座の開催＞
もぐもぐ離乳食教室：実施回数12回 参加者数78組
かみかみ離乳食教室：実施回数４回 参加者数30組
オンラインカンガルークラブ離乳食教室（後期から完了期）：実施回数８回、8組
幼児の食事とおやつの教室：実施回数２回、19組
親子の時短クッキング（対面）実施回数１回、5組
生活習慣病予防のためのヘルシークッキング：実施回数3回、23人

A A

オンライン教室の参加者が少ないこと、ま
た具体的に食事量や勧め方について確
認したい保護者が一定数いることから、試
食体験ができる教室を新規開催した。
（かみかみ離乳食教室）

・新規開催した教室の開催回数を
増やす。
・より多くの人に食育に関する必要
な知識が得られるよう、講座以外
の周知・啓発の手法も検討する。

道路・公園課 R6 8 交通安全に関する講座を開催
する。

幼稚園、保育所(園)、小・中学校、特別支援学校での交通安全教室の開催
11月に自転車免許教室の開催 A A

参加者の対象を小学３年生から１年生に引
き下げることで対象者を増加させた（R5:12
名、R6:36名）。
また、同伴の保護者にも講習内容を参観いた
だき、正しい交通ルールを広く周知できた。

実技指導において、子ども達が信
号、横断歩道、車の動きなどに注
意を払うことができるよう、コースに
おいてリアルな道路環境を再現す
る。

学校支援課 R6 9 児童生徒、教職員に対し、消
費生活情報を提供する。

ＩＣＴ等も有効に活用しながら、社会科の授業等において講師を迎え、税の話を聞いたりし、
各学年の児童生徒の発達段階に応じた授業実践を行った。 B B 例年通りの内容で継続的な実施ができた

ため。

社会科の授業において講師を迎
え、税の話を聞いたり、ICTを活用
した学習教材も含めて各学年の児
童生徒の発達段階に応じた授業
実践を行う。

地域経済振興課 R6 10 子育て家庭へ消費生活トラブ
ル情報を提供する。

SNS等で子どもの消費生活事故やトラブル情報を提供
県立芦屋高等学校PTA・朝日ケ丘小学校PTAの出前講座の際に保護者と若者のトラブルに
ついて座談会を実施し、子どもに関する消費生活トラブル情報を提供（9/2・9/20）
青少年育成愛護委員会 班集会 で出前講座を実施し、子どもに関する消費生活トラブル情
報を提供（11/1～14）

A A

SNS等を利用して子どもの消費生活事
故やトラブル情報を啓発することができた。
また、今年度は、子育て中の保護者や地
域の見守りをしている方々と子どもが巻き
込まれるトラブルについて意見交換をする
機会を増やし、情報共有に務めた。

啓発チラシを配布するなど個別に
必要な情報提供を行う。緊急事
案については、SNS等有効な手段
で発信を行う。

こども家庭・保健センター R6 11

子どもの事故防止について必
要な知識が得られ、事故予防
につなげられるよう、周知・啓発
を行う。

子どもの事故予防リーフレット及び家庭における安全チェックリストを、乳幼児健康診査時に全員
に配布する育児ブックに掲載。
(４か月児健康診査452人、１歳６か月児健康診査506人、３歳児健康診査593人）
こんにちは赤ちゃん訪問事業で配布する子育てサポートブック「わくわく子育て」の中に、子どもの
誤飲について掲載。
もぐもぐ離乳食教室で配布する冊子に事故予防について掲載。（実施回数12回、参加者78
組）
保健師より、乳幼児健康診査時や教室、訪問時に、資料を活用しながら注意等、情報提供し
ている。

B B

家庭内の事故が起こりやすい危険な場所
や事象について継続して配布物を工夫し
ながら周知することにより、事故予防につ
ながっていると考えられる。

引き続き、子どもの事故予防に関
する情報などを、チラシ・リーフレット
などにより、子育て家庭が立ち寄る
場所で提供し、保健師との個別相
談等で注意喚起及び情報提供を
行っていく。

地域経済振興課 R6 12
子どもの消費生活トラブルが多
発した時等に、関係機関と連
携する。

生活安全推進連絡会（道路・公園課）に出席し、消費生活トラブル情報を提供（6/24）
青少年愛護センターと連携し、青少年育成愛護委員会の各班集会で、子供に関する消費生
活トラブル情報を提供（11/1～14）

B B 関係機関との連絡会などで消費生活トラ
ブルの情報共有をすることができた。

啓発チラシを配布するなど個別に
必要な情報提供を行う。緊急事
案については、SNS等有効な手段
で発信を行う。

地域経済振興課 R6 13 啓発チラシの掲示など広く周知
できる手段により啓発を行う。

広報掲示板に消費生活セミナー開催案内を掲示（９月、２月）
消費生活センター新聞の発行と全戸配布（12月） B B

市内約20か所の広報掲示板に消費生
活セミナー案内チラシを掲示。消費生活
センター新聞を全戸配布し、外出困難な
方にも情報提供を行った。

引き続き広報掲示板を利用しての
セミナー案内周知、全戸配布の消
費生活センター新聞で情報提供を
行う。

1

消費生活センター機能
の強化

（再掲①2-11）

（再掲①2-7）

（再掲②1-3）

（再掲①2-3）

（再掲①2-8）
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<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。

地域経済振興課 R6 14
市民の来訪が多い窓口職場
で、消費生活に関する情報を
提供する。

芦屋病院に消費生活センターの電話番号が記載されているマグネットを配架
福祉センターに消費生活トラブル情報チラシを配架
高齢介護課と保険課窓口に毎月最新の消費生活トラブル情報チラシを配架 B B

来庁者へ消費者トラブル情報の提供や
相談先として消費生活センターの周知を
行うことができた。

引き続き市民の来訪が多い窓口
職場に啓発グッズやチラシを配架す
る。

上宮川文化センター R6 15 上宮川文化センターで消費生
活に関する情報を提供する。

よくある消費生活トラブル事例のチラシや、消費生活セミナーのチラシを配架。
特殊詐欺に対する啓発チラシを「上宮川文化センターだより」とともに地域に配布した。 B B

チラシを配架し、来館者へ啓発を行った。
特殊詐欺に対する啓発チラシを地域に配
布した。

配架だけでなく、トラブルが多い時
などは、月１回発行の上宮川文
化センターだよりとともに配布し、啓
発を行う。

学校支援課 R6 1 中学校においてトライやる・
ウィークを実施する。

５月～６月にかけて３中学校の中学２年生を対象に５日間トライやる・ウィーク事業を行っ
た。約100事業所において実施。 B B 例年通りの内容で継続的な実施ができた

ため。

5月～6月にかけて3中学校の中
学2年生を対象に5日間トライや
る・ウイーク事業を行っていく。約
100事業所において実施していく。

地域経済振興課 R6 2
子どもの年齢にあわせて、契約
やお金に関する必要な知識が
身につくよう、啓発を行う。

福祉フェアでパネル展示、啓発動画の放映を行った。（7月）
兵庫県立芦屋高等学校 高校２年生に出前講座の一貫として消費者教育に関する授業を
行った。（9/13・17・25・27）
特別支援学校 高校２年生に出前講座の一貫として消費者教育に関する授業を行った。
（2/18）

A A

昨年度は県立芦屋高等学校への出前
講座は各クラス15分程度だったが、今年
度は各クラス50分に拡大し消費者教育
に関する授業を行うことができた。

引き続き子どもの年齢に合わせて、
啓発取組を実施する。

学校支援課 R6 3 児童生徒、教職員に対し、消
費生活情報を提供する。

地域経済振興課 R6 4
成人年齢前後に契約の基礎
知識や陥りやすいトラブルについ
て啓発する。

兵庫県立芦屋高等学校 高校２年生に出前講座の一貫として消費者教育に関する授業を
行った。（9/13・17・25・27）
特別支援学校 高校２年生に出前講座の一貫として消費者教育に関する授業を行った。
（2/18）
芦屋市二十歳のつどいにて契約のルールやよくあるトラブル事例などを掲載している啓発パンフ
レットを配布。（590部)

B B
成年年齢引き下げに伴い、高校で出前
講座を行い若者向けに消費者啓発を行
うことができた。

さまざまな媒体を利用して、若者へ
の啓発を行う。

地域経済振興課 R6 5
学生や地域団体などと協働
し、子ども向けや高齢者向けの
啓発を行う。

福祉フェアで子ども向けと高齢者向け展示コーナーを設けて消費者トラブル防止啓発を実施。
（7月） B B イベントで子どもと高齢者向けに啓発取

組を実施した。

消費生活サポーターや消費者団
体等と連携して、消費者啓発を行
う。

消費生活センター機能
の強化1

子ども・若者の
消費者教育の推進2

（再掲➀4-1）

（再掲①4-2）

（再掲①1-9）
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<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。

地域経済振興課 R6 6 子ども・若者が受け取りやすい
媒体により、啓発を行う。

随時SNS等を利用して、セミナー案内や消費者トラブル情報を掲載した。
芦屋市立中学３年生に啓発パンフレットを配布。
芦屋市二十歳のつどいにて契約のルールやよくあるトラブル事例などを掲載している啓発パンフ
レットを配布。（590部)

A A

成人年齢引き下げに伴い、今年度は芦
屋市立中学３年生に啓発パンフレットを
配布し、若者の消費者トラブル防止を啓
発する取組を行った。

引き続き、子ども・若者向けの消費
者トラブル情報をSNS等を利用し
て情報提供する。また、学校を通
じて啓発活動を行う。

地域経済振興課 R6 7 子育て家庭へ消費生活トラブ
ル情報を提供する。

こども家庭・保健センター R6 8

子どもの事故防止について必
要な知識が得られ、事故予防
につなげられるよう、周知・啓発
を行う。

地域経済振興課 R6 9

青少年愛護センター及び青少
年育成愛護委員と消費生活ト
ラブル等の最新情報の交換を
する。

青少年愛護センターと連携し、青少年育成愛護委員会の各班集会で、子供に関する消費生
活トラブル情報を提供（11/1～12/5）８回125名 B B 班集会を通じて、消費生活トラブル情報

を提供し、意見交換ができた。
引き続き、班集会を通じて、最新
情報の提供を行う。

青少年愛護センター R6 10

青少年育成愛護委員会の班
集会に地域経済振興課の職
員を招き、啓発活動をする。
成年年齢の引下げに関しての
新成年の消費者トラブル防止
の啓発をする。

青少年育成愛護委員会 班集会で出前講座を実施し、消費生活トラブル情報や新成年の消
費者トラブル防止の啓発を提供した（11/1～12/5）８回１２５名 B B

班集会を通じて、消費生活トラブル情報
を提供し、新しく新成年の消費者トラブル
防止の情報共有することができた。

消費生活トラブル情報の提供を啓
発チラシを配架・配布するとともに
SNS等を利用し情報発信してい
く。

地域経済振興課 R6 11
子どもの消費生活トラブルが多
発した時等に関係機関と連携
する。

子ども・若者の
消費者教育の推進2

（再掲①1-10）

（再掲①1-12）

（再掲①1-11）
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<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。

地域経済振興課 R6 1

障がいの特性に応じてあいやす
い消費生活トラブルの啓発資
料を活用し消費生活トラブルの
相談先についても周知する。

障がい者があいやすい消費生活トラブルの啓発チラシを障がい福祉課、障がい者相談支援事
業所に配架。 B B 障がい者向けに消費者トラブル情報を提

供した。

引き続き啓発チラシを配架・配布
するとともにSNS等を利用し情報
発信を行う。

障がい福祉課 R6 2

障がいの特性に応じてあいやす
い消費生活トラブルの啓発資
料を活用しあわせて消費生活
トラブルの相談先についても周
知する。

トラブルになりやすい事例と消費生活センターの案内を記載した音声コード付きリーフレットを窓
口に設置。障がい福祉のしおりに消費生活センターを記載し、手帳交付時に配布。 Ｂ Ｂ

今年度も引き続き、障がい福祉のしおりを
作成する際に、消費生活センターを記載
し、周知に努めた。

各種リーフレット等の更新時には、
相談先窓口として消費生活セン
ターを記載してもらえるよう、依頼す
る。

地域福祉課 R6 3

消費生活トラブルの啓発資料
を活用し障がいの特性に応じて
消費生活トラブルやその相談
先について周知する。

個別支援の中で、消費生活トラブルを避けることができるよう、特性や理解度に合わせて伝える
ようにしている。 B B 同様の取組を継続しているため

障がいのある方が、消費者トラブル
を避けることができるよう、継続して
支援していく。

地域経済振興課 R6 4

障がいのある子どもが社会に出
るうえで必要な消費生活に関
する知識などを習得できるよう
学校等と連携し出前講座や情
報提供などを行う。

特別支援高等学校 高校２年生 ２０名に消費者トラブルにあわないために出前講座を実
施した。（2/18） B B 出前講座を実施し、情報提供ができた。

引き続き特別支援学校に出前講
座を実施し、啓発チラシを配布す
る。

地域経済振興課 R6 5

サービス事業者等と連携し障が
いのある就労者等へ相談窓口
の周知や消費生活トラブルにな
りやすい事例などを情報提供す
る。

障がい福祉課、障がい者支援事業所に啓発チラシを配布し、相談窓口の周知や障がい者があ
いやすいトラブル情報を提供した。 B B 出前講座や相談先窓口を案内できた。

相談支援事業所へ消費生活トラ
ブル情報チラシを配布し、出前講
座についても周知する。

地域経済振興課 R6 6 障がい者相談支援事業所など
の相談員と情報交換する。

障がい福祉課、障がい者支援事業所に啓発チラシを配布し、相談窓口の周知や障がい者があ
いやすいトラブル情報を提供した。 B B 情報交換しやすいように啓発チラシを配

布した。

相談ケースがあれば個別に対応
し、
啓発チラシ等で情報提供を行い連
携強化に努める。

障がい福祉課 R6 7
障がい者相談支援事業所など
の相談員と情報交換する。

個別の関わりの中で、消費者トラブルに巻き込まれていることが判明した場合に、関係機関の情
報提供・関係機関への相談などの連携を行い、対応した。
相談実績 ２件
内容 相談者の情報共有、保険の契約について

Ｂ Ｂ 消費者トラブルについて聞き取ることがで
きた。

個別の関わりの中でも消費生活ト
ラブルへのアンテナを張りつつ、被害
の防止に向けた啓発を行う。

障がい福祉課 R6 8
サービス事業者等へ消費生活
トラブル等の情報を提供する。

個別の関わりの中で、消費者トラブルに巻き込まれていることが判明した場合に、関係機関の情
報提供・関係機関への相談などの連携を行い、対応した。
相談実績 ２件
内容 相談者の情報共有、保険の契約について

Ｂ Ｂ 消費者トラブルについて聞き取ることがで
きた。

個別の関わりの中でも消費生活ト
ラブルへのアンテナを張りつつ、関係
機関と連携し被害の防止に向けた
啓発を行う。

障がいのある人に関す
る切れ目のない
消費者教育の実現

3

（再掲②3-7）

（再掲②2-4）

（再掲②2-5）

（再掲②3-6）
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<資料①>第３次芦屋市消費者教育推進計画
令和６～７年度取組状況確認（基本施策①）

協議会からの意見・助言

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を実現する

消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

施策の方向性
イ
評価

（担当課）

取組
年度

ア
取組実績

(実施回数参加人数進捗を表す指標など）
取組内容

計画の目標

基本施策①

担当課 ウ
評価の理由

エ
令和7年度の取組内容
（改善案など）

イ
評価

（協議会）

評価基準

A：新しい取組や、前年度実施した内容に加えて取組を行った。（プラス取
組）

B：前年度と同様、継続した取組を行った。
C：達成できなかった。前年度に比べ後退した。

上宮川文化センター R6 1 上宮川文化センターで消費生
活に関する情報を提供する。

地域経済振興課 R6 2
学生や地域団体などと協働し
子ども向けや高齢者向けの啓
発を行う。

高齢介護課 R6 3

高齢者団体へ消費生活トラブ
ル情報を提供したり高齢者関
連イベントなどで消費生活トラ
ブル等の啓発を行う。

福祉を高める運動研究会や敬老会等のイベントにおいて、消費生活トラブルの啓発を行った。 B B 情報が共有され、利用者に適切に情報
提供されている。

引き続き高齢者への特殊詐欺等
流行の事例について情報提供・交
換を行う。

高齢介護課 R6 4 高齢者生活支援センターへ最
新情報を提供する。

高齢者生活支援センターへの情報を適宜行った。また、毎月開催の高齢者生活支援センター
連絡会等を通じて、消費者トラブルの情報共有等を行った。 B B 情報が共有され、利用者に適切に情報

提供されている。

引き続き高齢者への特殊詐欺等
流行の事例について情報提供・交
換を行う。

道路・公園課 R6 5
高齢者などに向けてトラブル防
止のための啓発資料を作成す
る。

特殊詐欺・悪質商法被害防止リーフレットの作成 A A

増加する特殊詐欺・悪質商法被害を防
止するため、流行する手口や対策を盛り
込んだ市オリジナルのリーフレットを作成及
び全戸配布（約45,000戸）し、注意
喚起を行った。

依然として特殊詐欺・悪質商法の
被害者の多くが高齢者であるが、
手口は年々巧妙化することから、
今後もリーフレットの作成など継続
して注意喚起を行う。

高齢介護課 R6 6
サービス事業者等へ消費生活
トラブル等の情報を提供する。 施設の運営推進会議等において、特殊詐欺や消費生活トラブルの相談窓口等を案内した。

還付金詐欺の注意喚起の文言とイラストを掲載した封筒を作成し使用している。 B B 情報が共有され、利用者に適切に情報
提供されている。

引き続き高齢者への特殊詐欺等
流行の事例について情報提供・交
換を行う。

地域経済振興課 R6 1

情報の適切な利用や通信技
術の仕組みに関連するトラブル
等について啓発資料を作成・
配布する。

ホームページやXで消費者トラブル情報を掲載し、随時更新。
消費生活センター新聞の発行と全戸配布(12月) A A

流行っている消費者トラブル情報をチラ
シ、ホームページ、新聞などで情報提供
し、啓発を行った。また、今年度は、Xの
投稿頻度を増やし、情報発信に努めた。
（R5：7件 R6ː34件）

さまざまな媒体を利用し、現況に
応じたタイムリーな情報提供を行
う。

地域経済振興課 R6 2

情報の適切な利用や通信技
術の仕組みに関連するトラブル
等についてセミナーやイベントを
開催する。

消費生活サポーター養成講座 受講者９名（10/26）
消費生活サポーターフォローアップ研修２回 （①12/16 13名・②2/3 14名）
消費生活セミナー2回
①9/12「デジタル遺産の探し方・しまい方・残し方」（受講者28名）
②2/6「意外と知らないクリーニングの豆知識」（受講者22名）

A A

予定通り、消費生活サポーター養成講
座、消費生活サポーターフォローアップ研
修、消費生活セミナーを開催できた。
また、昨年度から実施している消費生活
サポーターフォローアップ研修は「サポーター
としての役割」を考えてもらう研修内容を
取り入れたので、役割の再認識と消費生
活センターとサポーターと連携を図った。

引き続き消費生活セミナーやサ
ポーター養成講座を開催する。

5
高度情報通信

ネットワーク社会におけ
る消費者教育の推進

4 高齢者への
消費者教育の推進

（再掲②3-6）

（再掲②3-4）

（再掲②2-3）

（再掲②3-5）

（再掲①2-5）

（再掲①1-15）
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